
法　人　税

　統計表を見るに当たって　　　　

　　　 以上の関係を図示すれば次のとおりである。

人 協 公 外

　　　法 格 同 益 国

　　　人 の 組 法 法

　　　税  合資会社、有限会社、 な 合 人 人

　　　課  相互会社、協業組合、 い 等 等

　　　税 企業組合、医療法人等 社

　　　状 団

　　　況 等

　２　法人の種類及び課税の範囲

公　共　法　人 …

　

…

　

　　

…

 　　       　　　　　庫、信用金庫、森林組合）

…

 　 　　　　　　　課税される。

… 上記以外の法人＝課税の範囲について特例はない。

　３　用語の定義

　　　規則若しくは規約に定めるものをいう。

　

　　　　　　　　を有する法人

（　内　国　普　通　法　人　）

法人税法別表第一に掲げる法人＝法人税の納税義務

がない。（例 国民生活金融公庫、住宅金融公庫、

地方公共団体、日本道路公団、日本放送協会、日本

　 中央競馬会）

 　活動中の会社・企業組合等　　　　　休業中の会社等

※特定非営利活動法人など、公益法人とみなす法人を

公 益 法 人 等

人

５　法　　　人 　　税

１ この章の統計表は、平成15年２月１日から平成16年１月31日までの間に終了した事業年度分についての法人税課税状況

　及び法人数の状況を、全数調査により調査・集計したものである(連結申告に関する計数は含まない）。法人税課税状況
てあるが、「５-６ 業種別、資本金階級別普通法人数」～「５-８ 決算期別、資本金階級別普通法人数」の法人数は

法

　　内国普通法人だけについて、業種別、資本金階級別等にその構造を示したものである。

証券・商品取引所等

協 同 組 合 等

株式会社、合名会社、　　　　　　特殊法人

内国法人…

数

法人税法別表第二に掲げる法人等＝収益事業から生じ

 理化学研究所

日本銀行

低い。（例 農業協同組合、漁業協同組合、労働金

法人税法別表第三に掲げる法人＝課税の範囲につい

た所得についてのみ課税される。（例 国民年金基金、

学校法人、社会福祉法人、宗教法人、商工会議所、

　日本赤十字社、農業共済組合）

て特例はないが、普通法人に比べ適用される税率が

　　含む。

⑴ 事業年度とは、原則として、営業年度その他これに準ずる期間で、法令で定めるもの又は法人の定款、寄付行為、

　　⑵　資本金とは、事業年度終了の時における資本の金額又は出資金額であり、資本積立金額は含まない。

普 通 法 人

国内に本店又は主たる事務所

外国法人… 内国法人以外の法人＝日本国内に源泉のある所得について課税される。

人 格 の な い

社 団 等 があるもの＝収益事業から生じた所得についてのみ

法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定め



法　人　税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　

　　

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　３　清　算　所　得

　　　　⑴　協同組合等

　　　　　　清算所得金額 ……………………………………………………………………… 23.1％　　　　　　　　　20.5％

　　　　⑵　普通法人

　　　　　　清算所得金額 ……………………………………………………………………… 30.7％　　　　　　　　　27.1％

　　　４　同族会社の留保金

　  　　  年3,000万円以下の金額 ………………………………………………………………………………………………  10％

　　　　  年3,000万円を超え、年１億円以下の金額 …………………………………………………………………………  15％

　　　　　年１億円を超える金額…………………………………………………………………………………………………  20％

法　人　数  　　欠　　　　　　　　損

事業年度数 事業年度数 金　　　　額

千円 

424,403 121,667 307,208 6,088,275,257

267 54 220 835,185

2 2 － －　

内 5,991 3,443 2,563 24,296,415

7 2 6 3,046

29 5 25 15,971

国 430,699 125,173 310,022 6,113,425,874

1,723 912 822 3,723,840

371 165 212 3,971,372

法 協 106 43 63 664,085

同 3,094 1,562 1,583 4,714,946

組 317 132 190 839,024

人 合 800 342 459 210,078

等 3,231 1,500 1,786 15,296,281

7,919 3,744 4,293 25,695,787

5,806 2,814 3,000 32,128,366

279 58 225 11,686,776

446,426 132,701 318,362 6,186,660,643

　　　　　　　  事績を「法人税事務整理表（申告書及び決議書）」に基づいて作成した。

　　（注）　この表には、清算中の法人は含まれていない。

12,736,084

2,276,909

5,605,988,372

そ の 他 81,146,708

123,385,623

　　　１　各事業年度の所得　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　法人税を課さない。

　　　　⑴　公益法人・協同組合等 ……………………………………………………………… 25％  　　　　　　　　　22％

　　　２　各事業年度の退職年金等積立金

　　　　　退職年金等積立金額 …………………………………………………………………… １％ 　 　　　　　（注）１％

　　　（注）  平成11年４月１日から平成17年３月31日までの間に開始する各事業年度の退職年金等積立金については、

　　　　　　団等の所得金額のうち、年800万円以下の金額  ………………………………… 25％ 　 　　　　　　　　22％

　　　　　　資本金１億円以下の普通法人又は人格のない社

　　　　⑵　普通法人・人格のない社団等 …………………………………………………… 34.5％  　　　　　　　　  30％

5,455,236,882

企 業 組 合

特 定 目 的 会 社

中 間 法 人

x 

9,743

農 業 協 同 組 合 及 び 同 連 合 会

消費生活協同組合及び同連合会

公 益 法 人 等 22,683,768

計

995,091

森 林 組 合 及 び 同 連 合 会 1,580,569

2,728,827

中小企業協同組合(企業組合を除く。)

5,208,808,094

269,474

相 互 会 社

調査対象等：平成15年２月１日から平成16年１月31日までの間に終了した事業年度分について、平成16年６月30日現在の

合　　　　　　　　　　計

外 国 法 人

人 格 の な い 社 団 等 2,405,189

24,198,344

漁業生産組合、漁業協同組合及び同連合会

所 得 金 額

 　　 利            益

金　　　　額

千円 

法　　人　　税　　の　　税　　率

医 療 法 人 114,834,655

　５－１　法人数等の状況　　　

　　　　　（特定の協同組合等で、年10億円を超える所得の金額 …………………………… 30％  　　　　　　　　　26％）

x 普
通
法
人

計

会 社 等

平成10年４月１日以降
に開始する事業年度

平成11年４月１日以降
に開始する事業年度

平成11年４月１日
以後の解散

平成10年４月１日から平成
11年３月31日までの解散


